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第１章 序論 

 

第１節 研究の背景と課題 

 

 水産資源は，食料として重要であり，需要はますます増加する傾向にある．それに呼

応して，世界における漁業・養殖業の生産量は増大してきた（図 1-1）（Jacquet and Pauly

［2007］；FAO［2014b］）．しかしながら，近年，水産資源の枯渇が問題視されている．

FAO（国連食糧農業機関）によれば，世界の水産資源のうち，90.1％は既に限界まで利

用されているとされる（図 1-2）（FAO［2016］）．Worm et al.［2006］や Costello et al.［2008］

も，世界における多くの水産資源が崩壊したことなどを指摘している． 

水産資源の崩壊について，環境変動など多くの原因が存在するが，なかでも漁業者に

よる過剰漁獲が主な原因であると指摘されている（Jackson et al.［2001］；Hauck and 

Kroese［2006］；Halpern et al.［2008］）．過剰漁獲の背景には，漁業技術の大きな進歩が

ある．例えば，超低温冷凍装置を装備した漁船が登場したことで，水揚港から遠い海域

で長期間操業することが可能になった．このため，漁獲努力量がさらに増え，水産資源

の適正な水準を超える過剰漁獲のリスクを高めた． 

水産資源を持続的に利用するには，効果的な漁業管理体制を構築することが必要不可

欠である．「海洋法に関する国際連合条約」（国連海洋法条約，UNCLOS，United Nations 

Convention on the Law of the Sea）も，漁業管理は沿岸国の責務であることを明記してお

り，漁業管理体制の整備が国際的に求められている． 

水産資源を適切に管理するために，インプット・コントロール（投入量規制：資源に

対する漁獲圧力を入口で制限する．例えば，漁船の隻数や操業期間の制限など（水産庁

［2010］））やアウトプット・コントロール（産出量規制：漁獲圧力を出口で規制する．

例えば，魚種ごとに年間の採捕量の上限を定める漁獲可能量や個別割当方式の設定など
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（水産庁［2010］））による資源管理方策が，各国で実施されている（Hentati-Sundberg and 

Hjelm［2014］）．しかしながら，水産資源の保全・回復に主眼を置く管理は，漁獲量の

制限で漁業者の利益を犠牲にするため，漁業者の合意を得られないケースや規制を遵守

しないケースが少なくない（Pomeroy et al.［2004］；Camilo et al.［2009］；Acheson［2011］）．

つまり，効果的な漁業管理体制を構築するためには，社会経済的要因を考慮することが

必要不可欠である． 

漁業管理において，水揚量を規制した場合，漁業者の収入を改善するには，水揚価格

を向上させる必要がある．つまり，漁業管理体制を構築する上で，「水揚価格」は経済

的要因の中で重要な要素と考えられる．水揚価格の向上は漁業者の収入を改善させ，さ

らに社会的要因である漁業者の満足度を高める（松井［2011］）． 

同時に漁業管理において，近年，「共同管理（co-management）」の有効性が指摘され

ている（Ostrom［1990］；Gutierrez et al.［2011］）．共同管理とは，政府と地元の漁業者

が水産資源の管理責任を共同で負い，両者の話し合いなどを通じて，操業規制等を策定

するという漁業管理の方式である（Pomeroy［1995］；水産庁［2011］）．共同管理の主な

メリットとして，①資源や社会の状況に柔軟に対応できること，②漁業者が意思決定に

参加し相互に監視できるため，漁業管理のルールが遵守されやすいこと，が挙げられる

（Gutierrez et al.［2011］；牧野［2013］）． 

共同管理には，日本型の漁業協同組合（以下，「漁協」と表記する）を主体とした漁

業管理と漁業者の自主的組織を主体とした漁業管理が見られる．特に，日本型の漁協を

主体とした漁業管理は，共同管理の成功事例と言われている（Jentoft［1989］）． 

日本の漁協は，沿岸漁業の管理制度である漁業権制度において，漁業権の管理団体と

しての役割 1)を担ってきた．また，漁協は様々な経済的事業を運営しており 2)，水産物

価格や漁業管理に対する漁業者の満足度を向上させることが期待される．さらに，漁協

は，毎日，漁船の漁獲量や水揚価格等のデータを収集し，政府に報告している．データ
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収集のための労力は必要となるが，漁業者間で規則の遵守状況を監視しやすくなり，ま

た，収集したデータを水産物のマーケティングに利用することができる．つまり，日本

の共同管理において，漁協は重要な役割を果たしてきたと言える．  

 長谷川［1989］は，日本における共同管理の代表例である資源管理型漁業を，漁場管

理型（操業秩序の維持や漁場利用の効率化），加入資源管理型（天然資源における加入

群の有効利用），再生産資源管理型（資源の維持・増大に必要な親魚量の確保），栽培資

源管理型（人工（ふ化）種苗の有効利用）および魚価維持型（魚価形成の安定または向

上）の 5 つに類型化した．5 類型のうちの 4 類型が「資源に関係する管理方策」である

のに対し，残りの 1 類型は「魚価維持型の経済的な方策」である．つまり，共同管理体

制の構築には，水産資源の維持に加え，漁業を継続するための経済的側面，すなわち水

産物価格の維持・向上も考慮すべき対象であると言える． 

一方，日本以外の共同管理として，漁協ではなく，漁業者自身により構成された組織

（漁業者組織）を主体とする漁業管理が多い．例えば，台湾の屏東県東港鎮地域におけ

るサクラエビ漁業では，漁業者組織（産銷班）を主体とした漁業管理をしている．産銷

班は，主に生産・販売体制の構築および強化を目的として，漁業者により自主的に結成

される組織であり，漁協の下部組織ではない．台湾の屏東県東港鎮地域におけるサクラ

エビ漁業において，漁業者組織（産銷班）による漁業管理は，地域に漁協が存在するに

も関わらず，資源管理や紛争解決，販売促進等の多様な機能を漁業者組織（産銷班）が

担っている（Wu and Ou［2009］）．しかしながら，漁業者組織を主体とする漁業管理に

関する研究の蓄積はいまだに少ない．従って，共同管理体制を構築する上で，漁業者組

織を主体とする漁業管理が，魚価維持型の経済的な方策を実現するのに有効であること

を検証することが求められる． 

そこで，本論文の課題は，共同管理として，日本型の漁協を主体とした漁業管理およ

び漁業者の自主的組織を主体とした漁業管理が，水産物価格に与える影響を解明するこ
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ととした． 

なお，漁業管理が水産物価格に与える影響に関連して，前述の通り，長谷川［1989］

は，漁業管理における「魚価維持型の経済的な方策」を挙げている．そして，魚価維持

型の経済的な方策の事例として，漁業生産における鮮度保持技術の導入等に基づく漁業

管理体制の構築を指摘している． 

本論文では，漁業管理における「魚価維持型の経済的な方策」を，「漁業管理の実施

主体による，生産から販売に至る水産物価格の維持・向上に資する取り組み」と定義す

る． 

 

第２節 既存研究の成果 

 

共同管理の成功条件については，国内外で多くの研究蓄積がある．例えば，Pomeroy 

and Andrew［2011］は，主に東南アジアを中心とする諸外国の事例研究に基づき，共同

管理の成功条件を網羅的に挙げた．また，長谷川［1989］は，日本における共同管理の

代表例である資源管理型漁業を取り上げ，資源管理型漁業を類型化するとともに，資源

管理型漁業へ移行するための歴史的条件を整理した．近年では，松井［2011］が，既存

研究で指摘されている資源管理型漁業の成功条件を，経済学の観点から分析した． 

既存研究で指摘されている共同管理の成功条件は，漁業者組織の性質に関係する条件，

組織の外部環境に関係する条件，および，漁業者個人に関係する条件に分類される

（Pomeroy and Andrew［2011］）． 

漁業者組織の性質に関係する条件として，具体的には，漁業者組織の構成員やルール

の明確化，構成員による共同管理への参加，リーダーの存在，結束力の強さ，構成員の

同質性・類似性などが挙げられている（長谷川［1984］；平沢［1985］；婁［1996］；馬

場［1998］；松井［2011］；Pomeroy and Andrew［2011］）．これらの中でも，共同管理は，
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漁業者が管理に主体的に関わる仕組みであることから，構成員による共同管理への参加

を重要なキーワードとして研究してきた（Jentoft［1989］；Pita et al.［2010］；Aanesen et 

al.［2014］；Msomphora［2015］；Nielsen et al.［2015］）．Coffey［2005］は，漁業管理に

対する漁業者の満足度が高いほど，漁業者は共同管理に積極的に参加するようになり，

漁業管理の成功につながることを示した． 

組織の外部環境に関係する条件では，法的な権利保護，科学者等の外部者による支援，

資源の定着性，資源の著しい枯渇などを挙げている（松井［2011］；Pomeroy and Andrew

［2011］）． 

一方，共同管理における漁業者個人に関係する条件では，水揚金額や所得の増加，利

益補償の重要性を，多くの研究で指摘している（長谷川［1984］；平沢［1985］；婁［1996］；

Pomeroy and Andrew［2011］）．松井［2011］は，水揚金額そのものよりも，むしろ，漁

業者の効用（満足）を増加（パレート改善）させることが重要であり，上記の資源や漁

業者組織に関する条件を，効用の増加を実現するための条件として位置づけた．つまり，

共同管理の成功において，経済的条件は最も重要な要素と考えられる． 

 また，経済的条件の中でも，価格の側面について，特に重要性が指摘されている．前

述の通り，長谷川［1989］は，日本の資源管理型漁業を，漁場管理型，加入資源管理型，

再生産資源管理型，栽培資源管理型および魚価維持型の 5 つに類型化し，魚価維持を管

理の 1 つとして数えている．魚価維持型の経済的な方策の具体例として，駿河湾におけ

るサクラエビ漁業のプール制で見られる生産調整が報告されている（馬場［1990］）．ま

た，愛知県豊浜漁協におけるマイワシ漁業のプール制では，マイワシの高鮮度化，餌料

向けから生鮮消費向けへのマーケットの転向，産地銘柄の確立といった，高付加価値化

や販路拡大による魚価維持型の経済的な方策を挙げている（平沢［1985］）．松井［2011］

は，資源管理をする上で，水揚量を規制しつつ水揚金額を高めるには，価格決定力が不

可欠であることを示している．つまり，経済的な条件の中で，水揚価格は最も重要な要
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素であることが示唆される．水揚価格の向上は，漁業者の収入を改善させるとともに，

漁業者の満足度を高めることから，漁業管理の成功条件になるものと考えられる． 

 水産物価格の分析に関する既存研究として，産地市場を対象とした分析，家計の需要

分析，そして，消費地市場を対象とした分析等がある． 

 産地市場を対象とした分析では，主に，水揚価格に影響を与える要因を明らかにして

いる．松井［2007］は，日本のサクラエビ漁業を事例として，産地市場における累積水

揚量および過去の水揚価格が，漁期中の水揚価格に影響することを実証した．松井・中

嶋［2011］は，日本のサンマ漁業を対象として，水揚港における月別の水揚価格が，各

月の水揚量だけではなく，過去の水揚価格，漁期中に予想される総水揚量，水揚港別の

水揚量，消費地との距離などにも影響を受けることを明らかにした．また，水揚価格に

影響を与える要因として，水揚量に加えて，漁獲物の品質に注目した研究もある．Sakai 

et al.［2010］は，サクラエビの産地市場を対象として，水揚量に加えて，鮮度などの「品

質」が，水揚価格に影響することを明らかにした．多田［2002］は，サバ類を対象とし

て，国内の水揚価格が，輸入量と季節的な品質の向上（冬季に脂ののりがよくなること）

に影響されることを示し，輸入量を考慮しつつ国内の年間総水揚量を季節別に適正に配

分することで，水揚価格を高める可能性を指摘した． 

 家計の需要分析では，Wessells and Wilen［1993］が，日本の家計消費における主要な

水産物を対象に需要分析を行い，需要の価格弾力性が季節や地域によって違うこと明ら

かにした．Sakai et al.［2009］は，需要体系モデルを適用して，日本の家計消費を対象

に，マグロ類と他の魚種間における代替関係等を解明した．分析結果から，マグロ類の

供給量が減少した場合，マグロ類の価格が上昇することで，代替財である他の魚種（例

えば，カツオ類）に対する需要量を増加させる可能性のあることを示した． 

その他の水産物価格に関する既存研究として，多田［2001］，松井ら［2011］，Nakajima 

et al.［2011］は，産地市場や消費地市場を対象として，市場間の価格伝達を分析してい
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る．多田［2001］は，国内の市場価格と海外の市場価格における連動性を分析した．分

析結果から，サケ類の市場価格が各国の市場間で同時的に決まる一方，マグロ類とエビ

類の市場価格は価格の伝達に数か月のタイム・ラグを要することを明らかにした． 

 市場統計が整備されていない開発途上国を対象とした研究もある．Brummett［2000］

は，マラウィにおける 9 つの水産物市場において，水産物を購入した客への聞き取り調

査により取引データを収集し，取引価格に影響を及ぼす要因を統計的に明らかにした．

その結果，都市部の市場であること，および，生鮮の水産物であることが，市場価格に

対して正の影響を与えることを解明した． 

 

 以上，既存研究の成果から，共同管理による漁業管理の成功条件として，経済的側面

では，水産物価格の維持・向上が重要と言える．とはいえ，共同管理による漁業管理が，

実際に水産物価格の維持・向上に寄与するのかを定量的に明らかにした研究は少ない．

そして，具体的に，どのような漁協や漁業者組織における漁業管理の機能・取り組みが，

水産物価格の維持・向上に寄与するのかを，計量的に解明した研究はほとんど見られな

い． 

また，共同管理による漁業管理において，魚価維持型の経済的な方策に対する漁業者

の意向を把握した研究も少ない．つまり，共同管理による漁業管理が，水揚価格を維持・

向上させることで，いかに漁業者の満足度を高めているのか，そして，水揚価格を維持・

向上させるために，漁業者はどのような取り組みを望んでいるのかという，漁業者の意

向を把握した研究はほとんど見られない． 

 

第３節 本論文の構成 

  

本論文は 5 章から構成され，第 2 章以降の具体的な内容は，次の通りである． 
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第 2 章では，漁協や漁業者組織による漁業管理のない事例としてコンゴ共和国を取り

上げ，個別の零細漁業が，水産物価格に与える影響を分析し，漁業管理に求められる課

題を明らかにする． 

続く，第 3 章および第 4 章では，第 2 章で指摘された個別の零細漁業における漁業管

理の課題に対して，共同管理による漁業管理が，いかに対応・克服できるのかを解明す

る． 

第 3 章では，漁協を主体とした漁業管理をしている日本の駿河湾（静岡県）における

サクラエビ漁業を事例として，漁業管理が水産物価格に与える影響を明らかにする． 

第 4 章では，漁業者組織を主体とした漁業管理をしている台湾の屏東県東港鎮地域に

おけるサクラエビ漁業を事例として，漁業管理が水産物価格に与える影響および漁業者

組織に対する漁業者の満足度を明らかにする． 

第 5 章では，各章を要約した上で，漁協または漁業者組織の機能が水産物価格に与え

る影響について総合考察を述べる． 

 

註 

 

1) 漁業権とは，主に沿岸水域において漁業を行う権利である．古くから漁業を営んで

きた漁村を基盤として設立された地区漁協は，購買事業や販売事業等の各種事業に

加え，漁業権の管理団体という役割を併せ持つ（廣吉・佐野［2008］）． 

2) 漁協の事業には，①漁場や資源の利用調整，②購買事業による資材コストの低減，

③信用事業による資金力の強化，④共済・保険事業による経営安定化，⑤製氷・冷

凍事業による鮮度保持や高付加価値化，⑥利用事業による設備コストの低減，⑦指

導事業による経営や技術の指導，⑧その他付帯事業（例えば，直売所，遊漁事業な

どの経営），などがある（廣吉・佐野［2008］）． 
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図１-１ 世界における漁業・養殖業生産量の推移 

出所）FishStat（FAO）より作成． 
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図１-２ 世界における水産資源の推移 

出所）The State of World Fisheries and Aquaculture 2016 

（FAO［2016］）より作成． 

註 1） は，漁獲量が生物学的に持続不可能な水準にある資源量 

の割合を表す. 

は，漁獲量が生物学的に許容される水準内にある持続 

可能な資源量の割合を表す. 

註 2）白線は，持続可能な水準内の 2 つの下位カテゴリーを区分 

している．白線より上部は十分に漁獲されており，白線より 

下部は十分には漁獲されていないことを表す． 
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第２章 個別の零細漁業が水産物価格に与える影響 

－コンゴ共和国のニベ漁業を事例として－ 

 

本章の内容は，学術雑誌論文として出版する計画があるため公表できない．5 年以内

に出版予定． 
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第３章 漁協を主体とした漁業管理が水産物価格に与える影響 

－日本のサクラエビ漁業を事例として－ 

  

本章の内容は，学術雑誌論文として出版する計画があるため公表できない．5 年以内

に出版予定． 
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第４章 漁業者の自主的組織を主体とした漁業管理が水産物価格に与える影響 

―台湾のサクラエビ漁業を事例として― 

 

第１節 本章の背景と課題 

 

本章では，台湾のサクラエビ（Sergia lucens）漁業を事例として，漁業者の自主的組

織を主体とした漁業管理が水産物価格に与える影響を明らかにするとともに，自主的組

織に対する漁業者の評価を解明することを目的とした． 

具体的には，台湾におけるサクラエビ漁業の主要生産地域である屏東（Pingdong）県

東港（Donggang）鎮地域を対象として，①漁業者による自主的組織の機能と水揚価格

への対応を，聞き取り調査などから整理・把握し，②漁業者による自主的組織の機能が

水揚価格に与える影響を，産地市場データなどから計量的に明らかにする，こととした．

さらに，③自主的組織に対する満足度を，漁業者へのアンケート調査より定量的に明ら

かにすることとした． 

本章の分析対象地域である東港鎮地域は，台湾最大のサクラエビ水揚量を誇り，1980

年代から今日までサクラエビを日本へ輸出してきた．東港鎮地域には，東港区漁會 （以

下，「漁協」と表記する）という，日本の漁協に類似する組織が存在する．しかし，サ

クラエビ漁業では，漁業者の自主的組織「東港サクラエビ産銷班（さんしょうはん）」

が主体となって漁業管理を行っている．産銷班は，主に生産・販売体制の構築および強

化を目的として，漁業者により自主的に結成される組織であり，漁協の下部組織ではな

い．東港サクラエビ産銷班は，資源管理や紛争解決，販売促進等の多様な役割を，地域

の漁協ではなく産銷班自身により担っている（Wu and Ou［2009］）．従って，台湾にお

けるサクラエビの漁業管理は，地域の漁協ではなく産銷班（漁業者組織）が漁業管理の

主体となっている点で，第 3 章で述べた日本の駿河湾における漁協を主体とした漁業管
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理とは異なる． 

第 1 章で指摘した通り，魚価維持型の漁業管理を実現する際，政府と漁業者による共

同管理には，漁協を主体とした漁業管理と漁業者の自主的組織を主体とした漁業管理が

見られる．そのため，共同管理と言っても，漁業者の自主的組織を主体とした漁業管理

は，漁協を主体とした漁業管理と水産物価格に与える影響要因も違うことが予想される．

さらに，漁業者の自主的組織が持続可能な漁業を実現するには，自主的組織を構成する

漁業者の意向を把握する必要があるものと考えられる． 

以下，第 2 節では，東港鎮地域におけるサクラエビ漁業の概要と東港サクラエビ産銷

班の設立経緯などを整理する．第 3 節では，東港サクラエビ産銷班の機能が水揚価格の

維持・向上にどのように対応してきたのかを定性的に明らかにした上で，第 4 節におい

て，東港サクラエビ産銷班の機能がサクラエビの水揚価格に与える影響を定量的に分析

する．そして，第 5 節では，東港サクラエビ産銷班に対する漁業者の満足度を評価し，

第 6 節を考察とする． 

 

第２節 東港鎮地域におけるサクラエビ漁業と東港サクラエビ産銷班の概要 

 

１）台湾における産銷班とサクラエビ漁業 

産銷班とは，健全な産銷（生産販売）体制の構築および強化を図ることを目的とし，

生産と販売（銷售）を共同で行う漁業者組織である 1)．台湾における多くの小規模零細

な漁業経営を支援するために，台湾政府が産銷班の設立を推進している．小規模零細な

漁業経営において，少ない生産量と高い生産コストおよび市場での価格交渉力の弱さが

課題となっていた．そこで，生産と販売が一体となった体制を構築することで，取引コ

ストの削減，バリューチェーンの構築，安定出荷，販売ルートの拡大，そして，持続可

能な漁業を実現する必要があった．また，台湾における水産資源の減少および水産物貿
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易の国際化に対応していく上でも，産銷班の設立が必要であった． 

産銷班は，同じ漁協に所属し，同じ漁業種類または同じ漁獲対象魚種の漁業者で構成

される．現在，ほとんどの産銷班は，漁獲対象魚種が同じ漁業者で構成されている（例

えば，サクラエビ産銷班，タマカイ養殖産銷班 2)，サバヒー養殖産銷班 3)など）．台湾で

は，各県の中にいくつかの行政区（「区」や「鎮」）があり，行政区内にいくつかの漁協

がある 4)．例えば，屏東県の中には，東港区漁協，林邊漁協，枋寮漁協などがある．そ

して，各漁協は，所属漁業者が構成する産銷班を指導・監督する役割を持っている．産

銷班に対する漁協の具体的な役割は，産銷班への支援・指導，産銷班に対する評価，産

銷班の経営管理，生産技術，マーケティングに関する協力および産銷班会議への出席な

どである． 

台湾におけるサクラエビの漁場は，主に，台湾西南部の屏東県東港小琉球（Liuqiu）

周辺海域，台湾東北部の宜蘭（Yilan）県亀山島（Guishan Island）周辺海域，台湾東南

部の台東（Taitung）県大武（Dawu）周辺海域の 3 海域である．現在，サクラエビ漁業

は，屏東県東港小琉球周辺海域と宜蘭県亀山島周辺海域の 2 海域で行われているが，台

湾の主要な漁場は，東港区漁協のある屏東県東港小琉球周辺海域となっている（図 4-1）． 

台湾におけるサクラエビ漁業の特徴を，日本との比較により示す（表 4‐1）．台湾に

おいて，112 隻の漁船がサクラエビ漁業に従事しており，日本の駿河湾における漁船数

（120 隻）と同程度である．ただし，漁船トン数では，日本において全ての漁船で 7 ト

ン未満であるのに対し，台湾において 20～50 トンの漁船が大部分を占めている．船 1

隻当たり作業人数では，日本において 6 人であるのに対し，台湾において 3~4 人となっ

ている．つまり，台湾のサクラエビ漁業は，日本に比べ漁船規模が大きい一方，少人数

での操業となっている．漁法は，台湾においてトロール（1 そう船びき網）であり，漁

船ごとに一定の間隔に並んで操業している．1 度の航海につき，1～2 時間かかる投揚網

を 3～4 回行う．漁獲後，セリ・入札が開始される午後 2 時よりも前に漁港に戻り，水
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揚げする．なお，台湾のセリ・入札開始時間が午後 2 時であるのに対し，日本では午前

6 時となっている．つまり，日本が気温の低い早朝にセリ・入札をするのに対して，台

湾は気温の高い午後にセリ・入札をするため，台湾のサクラエビ漁業は鮮度管理が非常

に重要になるものと考えられる． 

台湾のサクラエビ漁業における資源に関係する管理方策は，1日当たりの漁獲割当（漁

業全体で漁獲できる総量を定めた上で，総量を漁船ごとに割り当て，1 日当たりの割当

量を超える漁獲を禁止することによって，漁業全体の漁獲量を管理する方策）である．

漁期について，日本が 3 月から 6 月および 10 月から 12 月であるのに対し，台湾が 11

月から翌年 5 月までとなっている．つまり，台湾のサクラエビ漁業は，11 月から 12 月

まで，および，3 月から 5 月までで，日本と漁期が重なっている．そのため，日本へ輸

出をしている台湾にとって，台湾の水揚価格が日本のサクラエビ漁業から影響を受ける

ことが予想される．  

 

２）東港区漁協におけるサクラエビ漁業の位置づけ 

 東港区漁協は，1903 年に東港鎮地域で設立された漁協であり，年間の総取扱量で国

内第 3 位（3.5 万トン），総取引金額で国内第 2 位（28 億台湾ドル；1 台湾ドル=3.720

円）となっている．東港区漁協は，9 つの部署（冷凍廠，魚市場，會務部，供銷部，輔

導部，推廣部，會計部，漁業電台，信用部 5)）で運営される（図 4‐2）．正，准組合員

数は 9,065 人，職員数は 167 人で，台湾有数の規模を誇る．また，東港区漁協は，台湾

における沿岸・沖合漁業の拠点となる最大の漁港および重要な輸出港を有する．東港の

産地卸売市場には 4つの入札場があり，うち 1つはサクラエビ漁業専用の入札場である． 

 図 4‐3 および図 4‐4 は，2013 年の東港区漁協における総水揚量および総水揚金額で

ある．サクラエビの水揚量は総水揚量 35,313 トンの約 4.0%（約 1,403 トン）であるが，

水揚金額では総水揚金額約 28 億 2,819 万台湾ドルの約 16.8%（約 4 億 7,513 万台湾ドル；
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1台湾ドル=3.720円）を占めており，マグロ類とカジキ類に次いで第 3位となっている．

サクラエビの水揚量は少ないが，水揚金額の割合が高く，東港区漁協の重要な漁業の 1

つと言える． 

 東港区漁協は，台湾においてサクラエビの水揚量が第 1 位であり，台湾全体の約 55％

（2015 年，約 780 トン）を占める主要生産地域である（東港区漁協への聞き取り調査

より）．また，東港区漁協で水揚げされたサクラエビの約 4 割（2013 年，約 560 トン）

を，日本へ輸出している（東港区漁協への聞き取り調査より）． 

 

３）サクラエビ漁業と東港サクラエビ産銷班の展開 

（１）サクラエビが混獲物・雑魚として取り扱われていた時期：1950～1980 年 

 1950 年以降，台湾沿近海では，小型トロール漁業が盛んに行われ，資源量が豊富で

利益の高い底魚および底生性のエビ類を漁獲していた（図 4-5）．小型トロールでサクラ

エビも獲られていたが，台湾での認知度は低く，混獲物・雑魚として取り扱われていた

（Chen et al.［1994］）．当時はサクラエビの経済価値が低く，サクラエビは養殖用の生

餌や地域住民の家庭用食品などの限定的な利用がなされていたに過ぎない．従って，サ

クラエビ漁業は重視されておらず，漁業管理もしていなかった（Lee et al.［1996］）． 

（２）サクラエビ漁業の開始期：1980 年～1993 年 

 1980 年代に，日本（駿河湾）のサクラエビ漁業が不漁となり，日本における生産量

は減少した．そこで，日本の商社が近隣国で日本産サクラエビの代替品を探索したとこ

ろ，台湾西南海域の東港近海で小型トロール漁船がサクラエビを漁獲していることを知

った（Wu and Ou［2009］）．その後，台湾産サクラエビが日本産サクラエビと同属同種

と確認され（大森ら［1988］），台湾水産試験所がサクラエビの資源評価を開始した． 

 1982 年より日本の商社が台湾産サクラエビの購入を開始したことから，翌年（1983

年）に東港でサクラエビ漁業が始まった（Chen［1994］，大森・志田［1995］）．日本へ
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の輸出により，台湾におけるサクラエビの水揚価格が上昇した．ただし，漁業生産技術

や冷凍・加工技術が未確立であったため，台湾産サクラエビの品質は低かった．1982

年から 1992 年までの間，日本の商社は，サクラエビを東港の卸売市場を通さずに地元

の加工業者を通して，直接，漁業者から購入していた．しかし，日本の商社は，台湾産

サクラエビの品質が日本産に比べて低いことから，買い取りを制限していた．そのため，

サクラエビ漁業者は，買い取り量の変動で魚価が不安定となることや全量を買い取る保

障のない状況に直面していた．このため，サクラエビ漁業者は，安定的な漁業収入を確

保することが難しい状況となっていた． 

 そこで 1992 年に，東港区漁協，台湾水産試験所，サクラエビ漁業者，地元（東港）

の商社（2 社），加工業者，日本商社で，「サクラエビ共同運銷社」を設立した（Chen et 

al.［2010］）．サクラエビ共同運銷社は，漁業者からサクラエビを買い取る基準として，

品質ごとに買取り価格を設定した上で，全量の買い取りを保障した．従って，漁業者は，

魚価の安定と全量の買い取り保障のあるサクラエビ共同運銷社の仕組みを高く評価し

ていた．しかし，買取りにおける鮮度や重量による規格と価格の関係との不明確さや，

参画していた地元（東港）商社の倒産で，1993 年 1 月にサクラエビ共同運銷社は解散

した（Wu［2001］）．とはいえ，サクラエビ共同運銷社との取り引きが，魚価を安定化

させ，かつ全量の買い取りで安定的な収入を確保できたことを，サクラエビ漁業者は学

習した．この一連の動きは，サクラエビ漁業者にとって，サクラエビ共同運銷社と同じ

取引方法を有する新たな漁業者組織を設立する契機となった． 

（３）東港サクラエビ産銷班の設立と共同管理実施期：1993 年～現在 

1993 年 11 月に，サクラエビ漁業者は，サクラエビ共同運銷社に代わり，魚価を安定

化させ，かつ全量の買い取りを保証する新たな漁業者組織「東港サクラエビ産銷班」を

設立した（Wu［2009］）．加えて，東港サクラエビ産銷班には，全てのサクラエビ漁業

者を加入させることで，サクラエビ資源を管理し，持続可能な漁業を実現する目的も背
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景にあった．1994 年からは，東港区漁協の支援・指導を受け，東港サクラエビ産銷班

による漁業管理を開始するとともに，新たな漁獲，冷凍，加工技術を導入できるように

なり，サクラエビの高品質化による高い経済価値を追求するようになった． 

 ただし，東港が位置する屏東県では，2001 年まで県政府によるサクラエビ漁業に対

する漁業管理の規制がなかったため，東港サクラエビ産銷班による漁業管理は全て自主

的管理であった．その後，2001 年 9 月から，屏東県政府がサクラエビ漁業に関する漁

業管理の規程を制定し，屏東県政府とサクラエビ漁業者による共同管理体制が確立した． 

 

第３節 サクラエビ産銷班の機能と水揚価格への対応 

 

本節では，漁業者への聞き取り調査等をもとに，東港サクラエビ産銷班の機能と水揚

価格への対応を整理・把握する． 

 聞き取り調査は，東港区漁協，東港産地卸売市場，消費者向け場外市場において，2013

年から 2017 年に実施した．調査対象者は，漁協組合長，漁協の幹部および職員（販売

責任者），産銷班リーダー，産銷班班長，サクラエビ漁業者，サクラエビ加工業者であ

る． 

 

１）東港サクラエビ産銷班の組織構成 

東港サクラエビ産銷班には，東港区漁協に所属するサクラエビ漁業者 112 人が参加し

ており，漁業管理，販売促進，危機処理，基金の 4 つの機能で組織構成されている（図

4‐6）． 

漁業管理は，11 班の漁業者グループで構成され，資源を過剰利用せずに漁業利益を

最大化することを目指している．漁業管理では，資源管理，操業規約，罰則の設定を行

う． 
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販売促進は，東港サクラエビ産銷班として，生産・販売戦略を策定・実行する他，商

品開発や市場開拓を行う．また，品質改善のため，漁獲，冷凍，加工等の技術を指導す

る． 

危機処理は，東港サクラエビ産銷班のリーダー，漁業管理における漁業者グループ

11 班から班長 3 人，漁協職員の代表 1 人で構成されており，主に紛争等に関する解決

方法を策定・実行する． 

基金は，3 人の基金管理委員で構成されており，漁業者から徴収した会費等を財源と

して，漁業者の経営面および生活面を経済的にサポートする． 

以下の 2）では，4 つの機能について具体的な内容を説明する． 

 

２）東港サクラエビ産銷班における４つの機能 

（１）漁業管理 

 サクラエビ漁業者は，必ず屏東県のトロール漁業免許を所有し，東港サクラエビ産銷

班に参加することとなっている．東港サクラエビ産銷班における漁業管理は，インプッ

ト・コントロール，テクニカル・コントロール，アウトプット・コントロールに大別さ

れる 6)．インプット・コントロールでは，漁船数の上限を自主的に定め，115 隻までと

している（2017 年時点で，操業している漁船数は，112 隻）．なお，東港サクラエビ産

銷班は，資源保全のため，さらなる漁船数の削減を目指している．また，操業を平日の

み（週休 2 日で，祝日および臨時休漁を除く）とし，操業日数を削減している．テクニ

カル・コントロールでは，操業漁区を沿岸から 3 マイル以遠としている（図 4-1）．また，

漁期を 11 月～翌年 5 月とし，禁漁期を 6 月～10 月と設定した．アウトプット・コント

ロールでは， 1 日当たりの漁獲割当量（漁船 1 隻が，1 日に漁獲できる量）を 11 箱（21kg

／箱）までとした．9 箱を超える 2 箱は，利益の 40%を基金に徴収される（図 4-7）．ま

た，公平な資源管理および入札をするため，漁協職員は各漁業者から出荷されたサクラ



21 

エビをランダムに 1 箱選び，重量を検査する．検査合格の場合，紙が貼付され入札に参

加できる．仮に，1 箱当たり重量を超えた場合，罰金が課される．入札は操業日午後 2

時に統一し，他の販売は一切禁止する． 

漁業管理に関して，操業，取引方式，組織の操業規約に関する罰則は，主に，以下の

5 つがある．具体的には，①混獲物を直接海に戻さず持ち帰った場合，罰金 20 万台湾

ドル，②禁漁期に漁獲した場合，1 回目は罰金 5 万台湾ドル，2 回目は罰金 10 万台湾ド

ルなど，③漁獲したサクラエビを，班員以外に譲渡した場合，罰金 30 万台湾ドル，④

他の漁区で操業した場合，罰金 50 万台湾ドル，売上金の没収，班を除名，⑤サクラエ

ビに添加物を入れた場合，罰金 50 万台湾ドル，班を除名など，である（Appendix 1 を

参照のこと．1 台湾ドル=3.720 円）．  

（２）販売促進 

東港サクラエビ産銷班では，生産・販売に関する戦略の立案・実行，商品の開発およ

び市場開拓による販売促進活動を行う．サクラエビの販売促進活動は，①テレビやイン

ターネットなどを通した PR・販売，②台湾水産業の一大イベントである東港クロマグ

ロ文化観光祭りを通した PR・販売，③料理方法や商品の開発・販売，地元の海鮮料理

店と連携した PR・販売など，である． 

（３）危機処理 

危機処理は，主に紛争などに関する危機処理会議を開催し，東港サクラエビ産銷班内

外における漁業者間の紛争，漁業者と仲買業者の紛争，漁業者と仲買業者との入札時

間・入札場所以外での取引などが発生した場合に，解決方法の策定および実行をする．

前述の通り，危機処理は，東港サクラエビ産銷班のリーダー，漁業者グループの班長 3

人，漁協職員の代表 1 人で構成される． 

（４）基金 

基金は，漁業者から徴収した会費などを財源として活用される．例えば，販売促進の
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ための活動費，価格下落時の価格調整基金，漁具および漁船の安全設備に関する改修費

用，労働災害（死亡，障害など）に関する共済基金，漁船が沈没，座礁，火災などで修

理できない際の慰問金，班員（船員を含む）の子供の教育奨学金などで，漁業者の経営

面および生活面を，経済的にサポートしている（Appendix 2 を参照のこと）． 

 基金の財源は，次の 4 つから確保している．具体的には，①漁期中（11 月～5 月）に

毎月 500 台湾ドル（1 台湾ドル=3.720 円）の会費を班員から徴収，②基金の最も主要な

財源として，1 日当たりの漁獲割当量 11 箱のうち，9 箱を超えた分について，水揚金額

の 40%を基金として徴収（図 4-7），③産銷班の操業規約に違反した際の罰金，④本基

金の利子，である． 

 

３）サクラエビの水揚価格に対する東港サクラエビ産銷班の対応 

図 4-8 は，1997 年以降に，東港サクラエビ産銷班の機能（漁業管理，販売促進，危機

処理，基金）が，サクラエビの水揚価格に対して，いかに対応してきたのかを示してい

る． 

 1997 年を見ると，東港サクラエビ産銷班の水揚量が多いにも関わらず，水揚価格は

高い水準にある．水揚価格の水準が高い原因は，サクラエビの輸出先である日本でサク

ラエビの不漁に見まわれたことによる．東港における仲買業者の多くは，日本市場を中

心に出荷をしていた．仲買業者は，日本の水揚量を把握した後，または，日本業者の注

文を受けた後に，東港のサクラエビを買い取っていた．そのため，日本におけるサクラ

エビの不漁が直接影響し，東港のサクラエビ水揚価格を上昇させていた．つまり，日本

におけるサクラエビ水揚量の減少は，代替財である東港サクラエビへの需要を増加させ

たことが予想される．東港サクラエビ産銷班の漁業者にとっては，多い水揚量で高い水

揚価格の水準が得られたことになる． 

翌年（1998 年）から，東港サクラエビ産銷班では，資源の過剰利用を回避するため，
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1 日当たりの漁獲割当量を 32 箱（21kg／箱）から 11 箱に減らした．しかし，サクラエ

ビの水揚量を減らしたにも関わらず，2001 年まで水揚価格が下がり続けた．水揚価格

が下がり続けた要因は，1998 年から日本のサクラエビ資源量が回復した影響が考えら

れる．東港サクラエビ産銷班は，以前から 1 日当たりの漁獲割当量を厳しくするなど，

資源に関係する管理方策を実施してきたが，日本のサクラエビ資源が回復したことで，

漁業管理を漁業者が遵守するインセンティブを保つことが難しい状況となっていた． 

そこで，従来型の漁業管理（資源に関係する管理方策）に加え，「魚価維持型の経済

的な方策」を中心とする管理体制の構築が必要となった．つまり，日本への輸出のみに

依存したサクラエビ漁業では，日本市場の動向に影響されてしまう．そこで，東港サク

ラエビ産銷班は，東港区漁協による支援・指導の下，2001 年から国内市場の開拓を目

指した「販売促進活動」を展開し，国内需要を増加させることで水揚価格の上昇を目指

した．東港区漁協および東港サクラエビ産銷班への聞き取り調査より，販売促進活動で

は，はじめに「サクラエビ大餐」という試食イベントを開催した．試食イベントには，

地元の屏東県長も参加したため，テレビや新聞等に大きく取り上げられた．そして，東

港サクラエビ産銷班が，メディアに対しサクラエビはカルシウムを多く含んでおり，日

本人も食べている希少な食材であることを強調した．台湾では，日本文化への関心が非

常に高いため，「日本人が食べている」という PR が効果的であった．以上のような販

売促進活動により，東港サクラエビ産銷班は台湾国内市場を開拓することができた．  

 その後，2003 年から 2009 年まで，2007 年を除きサクラエビの水揚価格は低下傾向に

ある．水揚価格の低下傾向は，仲買業者に有利となる不公平な入札が原因と考えられる．

2009 年 1 月時点で，仲買業者は 14 業者存在したにも関わらず，毎回の入札に 2 業者し

か参加せず，低い価格で買い取るよう 2 業者で取り決めをしていた．そのため，サクラ

エビの漁業者と仲買業者の間で紛争が起きた．東港サクラエビ産銷班は，「危機処理」

のため危機処理会議を開催し，仲買業者との公平かつ競争的な入札ができるまで臨時休
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漁（ストライキ）を決定した．また，個別漁業者が仲買業者へ隠れて販売しないよう，

毎日港で監視することを決定した．最終的に，仲買業者が妥協したことで競争的な入札

を可能とし，2010 年以降，水揚価格は改善し，安定的となっている 7)． 

以上のことから，東港サクラエビ産銷班が，漁業管理，販売促進，危機処理の機能を

発揮したことで，水揚価格の安定または向上という魚価維持型の漁業管理に寄与したこ

とが見出された．また，販売促進，危機処理の機能を発揮できた背景には，漁業者から

徴収した「基金」が資金源として活用されたことから，「基金」の機能も重要であった

と言える． 

 

第４節 東港サクラエビ産銷班の取り組みが水揚価格に与える影響分析 

 

本節では，東港サクラエビ産銷班の取り組みがサクラエビの水揚価格に与える影響を，

計量的に明らかにする． 

具体的には，東港サクラエビ産銷班の取り組みとして，「販売促進」の機能に着目す

る．前述の通り，東港サクラエビ産銷班による漁業管理は，「資源に関係する管理方策」

に加え，「魚価維持型の経済的な方策」を導入してきた．つまり，日本の資源量回復を

契機として，東港サクラエビ産銷班は，輸出依存型から脱却し，国内市場開拓型の販売

促進活動を展開してきた．そこで，サクラエビの水揚価格が，東港サクラエビ産銷班に

よる「販売促進」の機能により，日本市場の影響から国内市場の影響で決定されるよう

になったのかを，定量的に検証する．  

 

１）分析方法およびデータ 

東港サクラエビ産銷班による販売促進の機能が，サクラエビの水揚価格に与える影響

を明らかにするため，第 3 章と同様に，重回帰分析（OLS：最小 2 乗法）を適用する． 
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分析期間は，東港サクラエビ産銷班による販売促進活動前（1996 年 12 月から 2001

年 6 月まで）と販売促進活動後（2001 年 11 月から 2015 年 12 月まで）の 2 期間とし，

それぞれについて分析する 8)． 

具体的な計測式は，次の通りである． 

tHEQUANJPRICEJQUANTPRICET   43210
           （1） 

 ここで，PRICET は台湾の取引価格（台湾ドル／kg），QUANT は台湾の取引量（kg），

PRICEJ は日本の取引価格（台湾ドル／kg），QUANJ は日本の取引量（kg）， HE は台

湾の 1 世帯当たり月平均消費支出（台湾ドル／世帯・月）である 9)．α0（定数項）～α4

は，推計する各係数を表す．εtは誤差項を表す． 

 台湾の取引価格と取引量は東港区漁協より入手した月別の産地市場データ，日本の取

引価格と取引量は由比港漁協より入手した駿河湾 3 地区（由比地区，蒲原地区，大井川

地区）における月別の産地市場データを使用した．台湾の 1 世帯当たり月平均消費支出

は，「家庭収支調査報告」（台湾行政院主計総処）から得た世帯当たり年間消費支出を

12 で割った値を用いた．台湾の取引価格，台湾の 1 世帯当たり月平均消費支出，日本

の取引価格は，日本および台湾の消費者物価指数総合で実質化した．なお，日本の取引

価格は，月別の為替レートで台湾ドルに変換した． 

計測には，台湾および日本の禁漁期と休漁期を除いた月別データを使用し，サンプル

数は東港サクラエビ産銷班による販売促進活動前で 24，販売促進活動後で 68 である． 

 

２）計測結果と考察 

表 4‐2 は，東港サクラエビ産銷班による販売促進活動前（1996 年 12 月～2001 年 6

月）の計測結果である 10)． 

日本の取引価格（PRICEJ）の係数の推定値のみ，1％有意水準でゼロと有意差が認め

られた．東港サクラエビ産銷班による販売促進活動前において，台湾のサクラエビ価格
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は台湾の取引量で決まらず，輸出先である日本のサクラエビ取引価格，つまり日本市場

で外生的に決定されていたことが明らかとなった．このため，台湾で漁業管理として資

源に関係する管理方策を実施しても，台湾の取引価格向上は期待できず，自助努力によ

る収入確保の困難さが示唆された． 

 なお，第 3 節 3）で，1997 年に，代替財である輸出先の日本でサクラエビの不漁に見

まわれたため，東港サクラエビ産銷班の水揚量が多いにも関わらず，水揚価格は高い水

準にあったことを示した．さらに，1998 年より，東港サクラエビ産銷班は，1 日当たり

の漁獲割当量を 32 箱から 11 箱に減らすことで水揚量を減少させたにも関わらず，日本

のサクラエビ資源量の回復で，水揚価格が下がり続けたことを明らかにした．以上のこ

とから，本計測結果は，台湾のサクラエビ価格が台湾の取引量で決まらず，日本市場で

決定されていたという第 3 節 3）の実態と整合性を有する結果となった． 

 表 4‐3 は，東港サクラエビ産銷班による販売促進活動後（2001 年 11 月～2015 年 12

月）の計測結果である 11)． 

 定数項α0，台湾の取引量（QUANT），台湾の 1 世帯当たり月平均消費支出（HE）の

係数の推定値は，1％ないし 5％有意水準でゼロと有意差が認められた．東港サクラエ

ビ産銷班による販売促進活動後において，台湾の取引価格は日本の取引価格で決まらず，

台湾の取引量および台湾の 1 世帯当たり月平均消費支出，つまり台湾の国内市場で決定

されるようになったことが明らかとなった．東港サクラエビ産銷班による販売促進の機

能により，1 日当たりの漁獲割当という資源に関係する管理方策が水揚価格に対して影

響力を持つようになったことから，台湾の取引価格向上が期待でき，漁業者の収入確保

につながると予想できる状況となった．言い換えれば，漁業管理において，販売促進活

動という魚価維持型の経済的な方策を構築したことで，資源に関係する管理方策の実効

性を誘発できたことが示唆された． 

前節（第 3 節）の 3）では，台湾のサクラエビ漁業が，日本への輸出のみに依存せず，
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2001 年から国内市場の開拓を目指した販売促進活動を展開したことで，国内需要の増

加による水揚価格の上昇に貢献したことを明らかにした．本計測では，台湾のサクラエ

ビ価格が台湾の国内市場で決定されるようになったという第 3 節 3）の実態と整合的で，

これを支持する結果が得られた． 

 

第５節 東港サクラエビ産銷班に対する漁業者の満足度評価 

 

 本節の内容は，学術雑誌論文として出版する計画があるため公表できない．5 年以内

に出版予定． 

 

第６節 考察 

 

 本節の内容は，学術雑誌論文として出版する計画があるため公表できない．5 年以内

に出版予定． 

 

註 

 

1) 台湾漁業署 HP（https://www.fa.gov.tw/cht/FishClass/index.aspx）を参照した． 

2) タマカイ（Epinephelus lanceolatus）は，Serranidae 科の魚類である． 

3) サバヒー（Chanos chanos）は，Chanidae 科の魚類である．  

4) 台湾の行政単位には，大きい順に，「県」，「区」，「鎮」，「里」，「鄰」等がある．た

だし，県によって，県の直下に鎮が置かれる場合と，県の下に区，そして，区の下

に鎮が置かれる場合がある．本章の調査対象地である屏東県には，区が存在せず，

県の直下に東港鎮がある．なお，東港区漁協は，東港鎮の漁協であり，漁協名にあ
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る「区」は，行政単位とは無関係である． 

5) 東港区漁協における各部署の主要な業務内容は，以下の通りである． 

①「冷凍廠」の業務は，冷凍・冷蔵施設の管理・運営，トロール漁業で漁獲される

雑魚の買取・販売等である． 

②「魚市場」の業務は，魚市場の衛生管理，卸売に関する全ての業務（例えば，卸

売の現場，仲買業者，統計資料等の管理）等である． 

③「會務部」の業務は，漁協の全般的な事務，人事管理，漁協の入会退会の管理等

である． 

④「供銷部」の業務は，水産物の加工や販売，直販店および通信販売の運営・管理

等である． 

⑤「輔導部」の業務は，漁業権免許の申請や更新に係る事務，船員の訓練，共済保

険に関する業務等である． 

⑥「推廣部」の業務は，漁業に関する教育・支援・指導（例えば，資源の保護，漁

業技術の改善，産銷班の運営），漁港に関する施設の管理，燃油の補助等である． 

⑦「會計部」の業務は，漁協の資産会計，予算や決算の管理，各事業部門への予算

の分配等である． 

⑧「漁業電台」の業務は，海況や気象等の連絡，海難事故への対応処理，その他の

連絡等である． 

⑨「信用部」の業務は，漁業者の貯金や融資に関する業務，公共料金等の収納代行

等である． 

なお，以上の内容は，東港区漁協の HP（http://www.tkfisher.org.tw/webpad/webpad. 

aspx?EpfJdId9UuCQO5dqKQ1C4v%2bHlA46h9rd2csIUZw%2fsc4%3d（2017 年 12 月 1

日参照））に基づき，筆者が日本語訳および要約を行った． 

6) 東港サクラエビ産銷班における漁業管理のインプット・コントロール，テクニカ
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ル・コントロール，アウトプット・コントロールについては，山川［2009］を参考

に区分した． 

7) なお，現在（2017 年），仲買業者は 18 業者である．このうち，約 8 業者は，主に

国内市場へ出荷しており，小規模な家族経営を中心とする．他の約 10 業者は，主

に海外市場へ出荷しており，企業的な経営を中心とする．すべての仲買業者は，サ

クラエビを自社で素干しした加工品を製造している．ただし，サクラエビの釜揚げ

設備を所有する仲買業者は，一部に限られている．そのため，釜揚げ設備を所有し

ていない仲買業者は，釜揚げされたサクラエビの注文があった場合，釜揚げを加工

業者に依頼している．仲買業者は，台湾国内において，中央卸売市場へ出荷する他，

量販店，デパートおよび日本料理店へ直接販売することが多い． 

8) ダミー変数を利用して，全期間を単一の式で推定することも可能である．しかし，

本分析では，「販売促進」の機能による影響を明確にすることを目的としているこ

とから，分析期間を「販売促進活動以前」と「販売促進活動以後」に分けて推定し

た． 

9) 仲買業者との紛争解決を考慮した変数を設定したところ，係数の推定値は 5％有意

水準でゼロと有意差が認められなかった．また，海外への輸出量が，台湾のサクラ

エビ取引価格に影響を与えることも考えられるが，具体的な輸出量を把握できない

ため，説明変数として設定できなかった． 

なお，東港サクラエビ産銷班による販売促進の機能が，サクラエビの水揚価格に

与える影響を明らかにする上で，輸出依存型からの脱却という，日本との関係が重

要な要素であるため，日本の取引価格および取引量を説明変数とした． 

10) 表 4-2 および表 4-3 の計測結果について，重回帰分析における説明変数間の高い相

関，いわゆる多重共線性を，VIF（Variance Inflation Factor）の指標により確認した

（蓑谷［1999］，筒井ら［2015］）．VIF は，各説明変数 Xjについて他の説明変数で
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回帰した際の決定係数 Rjを用いた式，VIFj＝1／(1－Rj
2)により計算される．目安と

して，VIF が 10 以上の時に，多重共線性があると判断される．Eviews 8 で VIF を

求めた結果，販売促進活動前の計測結果（表 4-2）において，台湾のサクラエビ取

引量 1.11753，日本のサクラエビ取引価格 1.71867，日本のサクラエビ取引量 1.56725，

台湾の 1 世帯当たり月平均消費支出 1.27179 であった．また，販売促進活動後の計

測結果（表 4-3）において，台湾のサクラエビ取引量 1.16842，日本のサクラエビ取

引価格 1.20585，日本のサクラエビ取引量 1.04655，台湾の 1 世帯当たり月平均消費

支出 1.41137 であった．全ての説明変数において，VIF は 10 を大きく下回り，「多

重共線性があるとは言えない」と判断された． 

11) 同註 10）． 
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図４-１ 台湾におけるサクラエビの漁場位置 

出所）東港区漁協の資料より作成． 

註 1）図中黒い線は，水深 100m，200m および 500m の等深線を表す． 

註 2）A は西南部の屏東県東港小琉球周辺海域，B は東南部の台東県大武周辺海

域，C は東北部の宜蘭県亀山島周辺海域におけるサクラエビの漁場位置を表す． 

註 3）I 区～V 区は，A におけるサクラエビの漁場位置を表す． 

Ⅰ区：港口（Kang-Kou）海域（北緯 22.45 度, 東経 120.38 度）． 

Ⅱ区：大坪（Da-Ping）海域（北緯 22.38 度，東経 120.23 度）． 

Ⅲ区：孔角（Kong-Chiao）海域（北緯 22.33 度，東経 120.28 度）． 

Ⅳ区：三崙尾（San-Lun-Wei）海域（北緯 22.28 度，東経 120.55 度）． 

Ⅴ区：大寮（Da-Liao）海域（北緯 22.25 度，東経 120.38 度）． 
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表４-１ 台湾および日本のサクラエビ漁業の特徴 

項　目 台　湾 日　本

漁船隻数 112隻 120隻（60銃）

漁船トン数 5～20トン：6隻 全て7トン未満

20～50トン：95隻

50～200トン：11隻

船1隻当たり作業人数 3～4人 6人

漁法 トロール トロール

（1そう船びき網） （2そう船びき網）

操業開始時間 午前3時 午後8時

セリ・入札開始時間 午後2時 午前6時

漁業管理 1日当たりの漁獲割当 プール制

漁期 11月～5月 3～6月，10～12月
 

出所）東港区漁協の職員，東港サクラエビ産銷班の班長およびサクラエビ漁業者への 

聞き取り調査より作成． 

註）「1 日当たりの漁獲割当」とは，漁業全体で漁獲できる総量を定めた上で総量を 

漁船ごとに割り当て，1 日当たりの割当量を超える漁獲を禁止することによって， 

漁業全体の漁獲量を管理する方策．  
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図４-２ 東港区漁協の組織図 

出所）東港区漁協 HP および職員への聞き取り 

調査より作成． 

註）各部門の主要な事業内容は，本章の註 5)を参照のこと． 
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図４-３ 2013年の東港区漁協における総水揚量 

出所）東港産地卸売市場の資料より作成． 

 

 

 

 

 

水揚げ量

マグロ類
（30.6%）

カジキ類
（26.3%）

サクラエビ
（4.0%）

サメ類
（17.4%）

その他
（21.7%）

合計：35,313t
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図４-４ 2013年の東港区漁協における総水揚金額 

出所）東港産地卸売市場の資料より作成． 
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○地域住民
の家庭用
食品等
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図４-５ サクラエビ漁業と東港サクラエビ産銷班の時系列変化 

出所）東港区漁協の職員，東港サクラエビ産銷班の班長および 

サクラエビ漁業者への聞き取り調査等より作成． 
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東港サクラエビ産銷班
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利益最大化
を目指す．

○資源管理，
操業の規約，
罰則の設定．

○11班の漁業
者グループで
構成．

○漁業者から

徴収した会

費等を財源

として，漁業

者の経営面

および生活面

を経済的に

サポートする．

○3人の基金

管理委員．

○主に紛争等

に関する解決

方法の策定

・実行．

○産銷班リー
ダー，班長
3人，漁協
職員の代表
1人で構成．

○生産・販売

戦略の策定
・ 実行．

○商品開発や
市場開拓．

○品質改善の
ため，漁獲，
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の技術指導．

 

 

図４-６ 東港サクラエビ産銷班の組織構成と機能 

出所）東港区漁協の職員，東港サクラエビ産銷班の班長および 

サクラエビ漁業者への聞き取り調査並びに東港サクラエビ 

産銷班 HP より作成． 
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〇9箱を超えた2箱分までの
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図４-７ 1 日当たりの漁獲割当量と基金への財源 

出所）東港サクラエビ産銷班の操業規約より作成． 
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図４-８ 水揚価格に対する東港サクラエビ産銷班の対応 

出所）東港サクラエビ産銷班の班長，サクラエビ漁業者への 

聞き取り調査および東港区漁協データより作成． 
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表４-２ 販売促進活動前の計測結果（1996年 12月～2001年 6月） 

註）***は 1％水準で有意であることを示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変数名
係数の
推定値

標準誤差 　　t値 　　p値

 台湾のサクラエビ取引量 0.00008 0.00016 0.51626 0.61163

 日本のサクラエビ取引価格 0.35889 *** 0.07955 4.51139 0.00024

 日本のサクラエビ取引量 0.00005 0.00005 1.15184 0.26368

 台湾の 1世帯当たり月平均消費支出 -3.89324 2.18985 -1.77786 0.09144

 定数項 2,413.13696 1,352.15078 1.78467 0.09029

サンプル数

Durbin-Watson stat

Adjusted R-squared

24

1.06291

0.62245
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表４-３ 販売促進活動後の計測結果（2001年 11月～2015年 12月） 

註）***は 1％水準で有意，**は 5％水準で有意であることを示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変数名
係数の
推定値

標準誤差 　　t値 　　p値

  台湾のサクラエビ取引量 -0.00022 ** 0.00009 -2.43398 0.01778

 日本のサクラエビ取引価格 0.01175 0.02719 0.43219 0.66708

 日本のサクラエビ取引量 0.00002 0.00003 0.49074 0.62531

 台湾の 1世帯当たり月平均消費支出 1.78672 *** 0.55020 3.24741 0.00187

 定数項 -771.82687 ** 351.12113 -2.19818 0.03162

サンプル数

Durbin-Watson stat

Adjusted R-squared

68

0.59274

0.27257
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第５章 総合考察 

  

 本章の内容は，学術雑誌論文として出版する計画があるため公表できない．５年以内

に出版予定． 
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Appendix 1 

 

東港區漁會一○六年度櫻花蝦産銷班作業漁船公約 

壹、基金：                                                    

一、為健全櫻花蝦産銷班之組織及制度，並充實推廣基金，以落實櫻花蝦漁業在 

國內紮根，穩定漁業發展，自八十三年十一月開始設立「櫻花蝦産銷班基金」．  

（一）基金來源：  

1. 凡産銷班員自每年十一月開始至翌年四月止計六個月每月須繳納班 

基金新台幣 5 佰元正，如於採捕期(十一月至五月)未完成繳納班費， 

權益金或違規罰金者，不得享有産銷班員之褔利．  

2. 産銷班作業漁船之漁獲量最高上限為 11 箱（231 公斤含箱重），其中 

超過九箱（189 公斤含箱重）部份所拍賣金額全數充作産銷班基金， 

並於當月月底結算時，産銷班需退還該漁船納入基金總數之 60％給該船

漁友（每航次限退還 2 箱）． 

3. 違反本公約之産銷班作業漁船罰金．  

4. 本産銷班基金之孳生利息．  

（二）基金運用管理：  

  依據本産銷班基金運用管理辦法，統一管理運用．  

二、處理（動支）本産銷班基金十分之一以上，需經全體産銷班員三分之二以上出席 

産銷會議，三分之二以上同意始可行之．  

貳、組織：             

三、 

（一）本産銷班主席，基金常務委員，委員將由全體班員以不記名投票選任之，

其各班幹部選任由原班固定班員自行産生一名班長，産銷班幹部如因故 

無法執行職務時，將先其停職後再由該班重新改選新幹部．  
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（二）主席，常務基金委員，基金委員連選得連任乙次；每班班長任期為一屆（年）． 

如經當選幹部後拒絕擔任該職位，則罰當年度的福利全數取消．  

四、申請加入本産銷班之作業漁船，其漁業執照所登錄之經營種類需為「拖網」漁業．  

五、産銷班員於經營櫻蝦漁業中，不得任意要求退出産銷班組織及要求退還班員 

權益金，如於結束經營（僅限已無經營漁船）櫻蝦漁業時，可向産銷班要求退還 

班員權益金，否則産銷班將於三年內自動退還其權益金．  

六、新申請加入本産銷班者，需經本項（櫻花蝦）漁業管理年度總檢討會審議通過，

並經主管機關同意核備後，始可納入本産銷班為班員．  

參、作業：   

七、本産銷班作業漁船，進行櫻花蝦捕撈作業時，需於駕駛室二側明顯處懸掛 

「櫻花蝦採捕許可牌」，以利海巡單位查驗． 

八、「櫻花蝦採捕許可牌」係經政府核定，産銷班員須自行妥善保管，於退出産銷班

組織時需自動繳還，否則扣抵其權益金．  

九、本産銷班員不得外借「櫻花蝦採捕許可牌」供其它作業漁船使用，違者經查證 

屬實，第一次罰款 3 萬元，第二次 6 萬元……以此類推．  

十、每星期六，日等二天為本産銷班停捕日，如遇有國軍在作業漁場實施射擊演習亦

禁止出港作業，該週固定停捕日由幹部（班長）會議機動調整．  

十一、櫻花蝦幼蝦禁捕期（每年六月一日起至十月卅一日止）及每週固定停捕日， 

全體班員不得於該期間對櫻花蝦進行捕撈，違者經查證屬實，除送屏東縣政府

查辦外，本産銷班另再處以罰金，第一次罰新台幣 5 萬元，第二次新台幣 10 萬

元……以此類推．  

十二、於禁捕期間意外混獲櫻花蝦時，其每箱混獲比例不得超過十分之一，超過十分

之一者，則依本公約第廿二條核處．  
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十三、 

（一）産銷班作業漁船需在拍賣時間下午二點前更換櫻花蝦網具並完成出港報關

手續二小時以作業為準，並到達作業漁區下網作業者，始得接受友船餽贈，

最高不得超過 9 箱，如超過拍賣時間，不符合作業則不得接受友船餽贈．

接受友船餽贈者其隔日必需至作業漁區從事櫻花蝦捕撈作業，不可半途 

更換網具，並需與産銷班作業漁船一同作業，違者前日接受之箱數需全數

充公． 

（二）如接受友船餽贈者，於隔日不從事櫻花蝦作業時，需在接受餽贈當日 

至小木屋（下午五點整前）報備，當日漁獲全數充公，如未經報備， 

而隔日未從事櫻花蝦作業時，經舉報後，贈與者和接受友船餽贈者二方 

均需將前日所接受之金額充公． 

（三）如産銷班作業漁船於作業漁區作業時，船隻發生故障之情事，其當日最高

可接受友船 9 箱之餽贈，協助拖船之船隻最高可接受友船 9 箱之餽贈． 

（四）作業期間産銷班班員當日未從事櫻花蝦捕撈作業時（如從事捕漁，厚殼蝦，

蝦九，中蝦，刺蝦，白丁捕撈作業），如混獲櫻花蝦時欲拍賣時，在入港前

需先向幹部報備．當日拍賣（漁，厚殼蝦，蝦九，中蝦，刺蝦，白丁） 

隔天班員休息必需比照班員休二天才可作業． 

（五）當日進行其他捕撈作業時，如遇蝦量過多，可自行變更網具進行捕撈 

櫻花蝦作業，並嚴格禁止接受友船贈與，違者贈與者與接受贈與者二方 

當日全數充公． 

（六）漁船需連續捕撈櫻花蝦達五日以上，班員辦理其直系親屬（父母，子女）

囍事（當日），喪事（二週）其間可接受友船漁獲之贈與，遇爭議時交由 

幹部決議．（漁船上不在此例） 
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（七）若班員如從事捕漁作業，若混獲櫻花蝦嚴格禁止接受友船餽贈，違者經舉

報查證屬實後贈與者和接受友船餽贈者二方需罰款新台幣 20 萬元整．  

（八）捕撈櫻花蝦漁船不得將多餘櫻花蝦贈與給未從事捕撈櫻花蝦的漁船如 

捕魚，蝦九，白丁，刺蝦，亦不可在外海將漁船碰再一起，違者雙方當日

漁獲充公，若不提供贈與者漁船者罰款多罰當日漁獲一倍，如遇其他因素

需事先向幹部報備． 

（九）休息日若連續超過二日，需休息二日才可（捕魚，厚殼蝦，蝦九，中蝦，

刺蝦，白丁），包括過年．  

十四、拍賣櫻花蝦如需分二次以上拍賣時必需以連續拍賣為原則，不得分段拍賣， 

違反本項規定者罰第二次拍賣金額全數充公（漁機故障或網具破損再出港 

作業，不再此限）．  

十五、櫻花蝦與赤尾青蝦産期重疊時，産銷班作業漁船，僅能選擇一種為當日交易 

漁獲物，違反本項規定者，則選擇一蝦種全數充公．  

十六、東港漁港為本産銷班所生産櫻花蝦唯一拍賣基地，凡本産銷班作業漁船均不得

於其它漁港卸貨（櫻花蝦）拍賣，如需在其它漁港卸貨（不得有交易行為）， 

並先向産銷班報備同意且該船需在該漁港停留十二小時以上，否則罰當日交易

金額全部充公，如無交易則以産銷班前次總交易之平均價折算之． 

十七、為維護本地全體産銷班班員與承銷人之全體利益，本班班員不得有前往外縣市

海域從事捕撈，教導當地漁民之情事發生，如有違者，則以開除班藉，其 

權益金全數沒收，並罰款新台幣 50 萬元整．  

十八、禁捕期及固定停捕日外，如班長因故通知各班員禁止出港作業，全體班員務必

遵守，以維護整體産銷班之權益，違者如經查證屬實，罰該船當日交易金額 

全部充公，如無交易以産銷班前次總交易之平均價折算之．  
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十九、拍賣櫻花蝦時，其裝箱標準依每天捕獲量如為 5 箱以內時（含 5 箱），每箱不得 

超過 23 公斤（含空箱重）；每天捕獲量如為 6 箱以上時（含 6 箱），每箱不得 

超過 22 公斤（含空箱重）．拍賣員得抽檢其中最重一箱過磅，所得重量視為 

每箱之重量，第一次抽檢逾 22 公斤（含）以上者，産銷班得向貨主追繳 1 箱之

貨款；逾 22.4 公斤以上（含）時，追繳 3 箱之貨款，依此類推．第二次以上 

違反是項規定則加倍罰之． 

二十、為維護櫻花蝦漁業資源，避免産生「過漁」現象，並防「魚賤傷漁」，産銷班 

作業漁船每航次漁獲量若超過 11 箱，班員始可轉送本産銷班其它作業漁船，或

自行倒回大海，不得自行留用或場外交易，違者罰該船當日交易金額全部充公，

如無交易以産銷班前次總交易之平均價折算之．  

肆、交易方式：  

廿一、為維護櫻花蝦漁業産銷秩序，嚴禁私自加工（生鮮或乾製）販賣，違者如經 

查證屬實，每次罰新台幣 10 萬元整，檢舉人得核發獎勵金新台幣 5 萬元整．     

廿二、産銷班宣佈禁捕期間混獲或於作業期間捕撈轉送未加入産銷班之船隻，違者如

經查證屬實，每次罰新台幣 30 萬元，檢舉人得核發獎勵金新台幣 15 萬元．  

廿三、為維護公開拍賣（暗封競標）之公平交易方式，並遏止議價交易之行為， 

凡交易時，需經要由拍賣員主持公開拍賣事宜，違者經檢舉查證屬實，罰該船 

交易總金額 50％．  

廿四、為維護櫻花蝦漁業産銷秩序，嚴禁場外交易或自行留用，違者如經檢舉查證 

屬實，第一次罰款新台幣 20 萬元整（罰金一個月內繳清），罰金 10 萬元歸 

産銷班，10 萬元歸檢舉人以獎勵之，第二次開除班籍，並立即當場查扣該船全

部櫻花蝦並將其場外交易或自行留用部份全數以公開拍賣方式充做産銷班 

基金．  
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廿五、産銷班員進場拍賣櫻花蝦時，如遇承銷商不願進場交易或價格不合理時， 

各産銷班長得出場與各承銷商協調或召開臨時會議，以謀解決之道．  

伍、會議：  

廿六、産銷班員二分之一或幹部六名以上連署並書明理由要求召開臨時産銷會議時，

主席得於廿四小時內召開産銷會議，其連署書中全部連署人員一定得出席當次

産銷會議，如因重大突發狀況而未能到達除外，違者自當日起算一年內取消其

班員福利，如當日出席人數不足造成流會時，當日班員出席費由連署人員付擔．  

廿七、發生嚴重妨害執行産銷政策或産銷衝突需緊急處理之事件，産銷班主席得邀集

五名（含召集人六名）以上之産銷幹部（班長或基金管理委員），召開危機處理

小組會議以謀解決之道，其決議之效力，視同班員大會之決議，且産銷班主席

得於廿四小時內召開産銷會議（附註：召集人為主席，主席不在由基金常務 

委員，次為第一班班長依次遞補）．  

陸、罰則：   

廿八、為維護櫻花蝦之品質衛生及産銷班之信譽，凡産銷班員不得於櫻花蝦體施放 

任何化學添加物或維士比等物品，違者如經檢舉查證屬實，罰新台幣 50 萬元，

並立即開除産銷班員資格．  

廿九、凡産銷班員違反公約，為産銷班取締處罰，經産銷班通知當事人開始計算七日

內需繳清罰款，當事人如有不服亦需先繳清罰款，再於下次産銷會議提出申訴，

否則一經送法院 裁決即喪失其向産銷會議申訴之權利．  

三十、産銷班員如違反公約，産銷班以一次一案為處理原則．  

卅一、産銷班員與本産銷班如發生訴訟行為，所有開支費用（含規費）由敗訴者全數

承擔．  

卅二、産銷班員一經本産銷班開除班員資格，立即喪失班員一切權益，並不得要求退

還其權益金．  



57 

卅三、凡産銷班員違規且經本産銷班開除班員資格者，如再申請加入産銷班需自開除

當日計算滿一年，並需再經本産銷班班員大會表決同意後，繳清先前違規罰金

及重繳産銷班員權益金，始可重新加入産銷班．  

卅四、為維護本産銷班之組織，制度及信譽，凡産銷班員均需簽立切結保證書，並 

送法院辦理公證，以保證絕對遵守本産銷班所訂之作業漁船公約，否則將喪失

其産銷班員之權利直至簽立為止．  

卅五、産銷班員如違規罰金尚未繳清者其權益（福利）保留期限為一個月，若逾期尚

未繳清者其該年度（自違規日起算一年）福利全部取消．  

柒、其他：  

卅六、修訂本公約，需經五分之二以上産銷班員出席産銷會議，表決通過始可行之，

如第一次未達開會人數，擇期再召開産銷會議時，不限人數即可召開． 

卅七、本公約如經産銷會議重新修訂或增訂，不需另送法院重新公證，但仍俱有法院

公證之效力．  

卅八、其它未盡事宜，則依照櫻花蝦産銷會議決議之． 

 

附 註： 本公約係經於一○五年十月十四日櫻花蝦産銷會議重新修訂． 
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Appendix 2 

 

東港區漁會櫻花蝦産銷班基金運用管理辦法 

本基金在以下情形經基金管理委員會同意始得以動支 

一、舉辦櫻花蝦各項推廣促銷活動． 

二、對櫻花蝦産銷班班員進行再教育工作． 

三、辦理櫻花蝦産銷班各項行政業務及雜項支出． 

四、核發（退還）産銷班作業漁船，漁獲超量納入産銷班基金之 60%． 

五、為櫻花蝦平準基金． 

六、 

（1）産銷班員出海作業發生意外事故導致死亡，每名核發慰問金新台幣 22 萬 5 仟元，

船員，外籍船員新台幣 15 萬元整，若殘廢則依勞工保險條例殘廢給付標準表之殘

廢等級按下列百分比核發慰問金，一級殘廢 100%，二級 75%，三級 50%，四級

35%，五級 15%，六級 5%． 

（2）産銷班員於陸上因故死亡或殘廢者，比照海上意外事故所核發慰問金額減半核發

之，船員，外籍船員最高新台幣 1 萬 5 仟元整，再依殘廢等級百分比核發慰問金．

産銷班員於海上作業間發生事故，須經送加護病房急救者，在加護病房時間須為

一星期，一人以核發一次為限，産銷班得核發慰問金新台幣 15 萬元整，船員， 

外籍船員為新台幣 7 萬 5 仟元整．若為一般送醫急救，縫合手術含住院者須取得

醫學中心，地區教學醫院收據單，以收據單自付金額補助，補助金減半核發之，

最高金額補助三萬元檢附勞保局核定之公文向産銷班申請（內傷部分其嚴重程度

由幹部會議中裁定）． 

（3）申請死亡，殘廢給付之班員或船員需取得醫院出具之診斷證明書，於海上發生 

意外事故者應另檢附報關紀錄簿影本及海事報告書（臨時船員另附船長切結 

證明書），於半年內向本班申請． 
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（4）海、陸上意外事故之區分以報關手續為憑，若出港手續完成後發生事故，則視為

海上意外事故，進港手續完成後發生事故，則視為陸上意外事故． 

（5）班員如因海上作業受傷傷勢嚴重以致連續半年以上無法出海作業時，經幹部會議

認定後，向本産銷班申請，始核發慰問金新台幣 10 萬元整．船員亦同． 

七、産銷班員之父母，因故死亡，每名核發慰問金新台幣 1 仟 5 佰元，花籃乙組． 

八、 

（1）産銷班作業漁船，作業時因故沉沒，觸礁及遭火災致無法修護時，每艘得以核發

慰問金新台幣 7 萬 5 仟元整．若漁船因上述狀況至半毀且可修護時，每艘得以 

核發慰問金新台幣 3 萬 5 仟元整． 

（2）産銷班作業漁船因海難災害意外，漁船全毀無法修護時，産銷班如有入公基金時，

則補助 6 箱，補助期限以當年櫻花蝦漁期內（每年十一月至隔年五月底）． 

九、改善櫻花蝦産銷班作業漁船生産器具及充實漁船安全設備． 

十、核發産銷班員（含船員）子女教育獎學金，其每年獎學金所申請金額合計最高不得 

超過 10 萬元． 

十一、自強活動與尾牙之補助，在産銷班基金不低於新台幣 1 仟萬元以下的情況下，得 

核發每艘船隻新台幣 1 萬元整． 

十二、核發産銷班員參加産銷會議車馬費，每人每次新台幣 5 佰元，其簽到名單以班員 

名冊上為準． 

十三、本基金須於每月月底結算，並向基金管理委員會做會計報告． 

十四、産銷班主席，漁會業務承辦人，依産銷班業務實際需要，必須動支業務費或交際費

時，金額一次 1 萬元以內，3 萬元以下需經産銷班幹部會議決議通過，3 萬元以上

需産銷會議決議通過． 

十五、其他未盡事宜，則依照櫻花蝦産銷會議決議之． 

附 註：本辦法係經一○三年二月二十二日櫻花蝦産銷會議重新修訂
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Appendix 3 

  

 本 Appendix の内容は，学術雑誌論文として出版する計画があるため公表できない．5

年以内に出版予定． 
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